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① ② ③ ④ ③/① ④/②
（92年１月） （93年１月) （93年１月) （94年１月) ×100 ×100
茨城県 682ha 606ha 59ha 59ha 9.00％ 9.70％
埼玉県 7,641 7,050 1,896 1,897 24.8 26.9
千葉県 5,604 5,018 1,091 1,109 19.5 22.1首都圏 東京都 6,995 7,129 3,983 4,072 56.9 57.1
神奈川県 6,030 5,452 1,382 1,441 22.9 26.4
計 26,951 25,255 8,411 8,578 31.2 34
愛知県 8,598 7,987 1,591 1,624 18.5 20.3
中部圏 三重県 1,090 1,022 270 270 24.7 26.4
計 9,688 9,009 1,861 1,894 19.5 21
京都府 1,937 1,790 1,063 1,072 54.8 59.9
大阪府 6,035 5,647 2,479 2,516 41.1 44.6
近畿圏 兵庫県 1,685 1,577 616 616 36.6 39.1
奈良県 2,267 2,142 640 643 28.3 30
計 11,924 11,156 4,798 4,847 40.2 43.4































































小 計 30 7.2
買い取らず，斡旋中 129 30.8
買い取らず，行為制限解除 260 62.1
小 計 389 92.8













































































































































































































































































































































































市街化区域農地（宅地並み課税） 63,062 441,434 189,186 630,62023区内 生産緑地（農地課税） 200 1,400 600 2,000
























































































































































































農地 62.6 56.7 37,377 47.7
山林 15.0 13.7 3,736 4.8土
地 宅地 32.8 29.7 32,627 41.6
計 110.4 100.0 73,740 94.0
土地以外の財産 － － 4,699 6.0










































































































Ａ市 100.0 12.5 19.6 67.9 57.9 40.8
Ｂ市 100.0 4.2 14.7 81.1 72.8 36.8
Ｃ市 100.0 5.8 18.8 75.4 52.6 26.7
Ｄ区 100.0 3.4 7.9 88.7 58.1 32.0
資料：1985年「農業センサス」より作成。

































































の宅地等 林地 農地 宅地等
兄弟等
人 数 農地 宅地等 現金分与
人 a 坪 坪 a  a 万円 万円 a 坪 人 a 坪 万円
① 7(3) 140 700 450 － 138 55,000 3,000 － 駐車場 60坪 2 2 宅地 60 60
② 8(1) 105 150 70 － 90 25,000 3,000 4 － 5 2 宅地 70 2,000
③ 4 102 432 555 － 66 80,000 30,000 33 － 2 － 駐車場 100 900
④ 7(1) 98 730 430 － 74 38,400 14,800 10 駐車場 103坪 5 － 生前分与あり 5,000
⑤ 4 95 300 1,600 33 40 100,000 50,000 － 林地 33a 2 15 － 3,000
⑥ 7(2) 92 300 50 － 80 48,000 5,000 5 － 4 － 宅地 50 －
⑦ 5 87 255 200 7 82 ？ 7,200 － 林地 7a 4 － 宅地 200 金額不明
⑧ 9(1) 86 110 320 － 58 50,000 4,800 6 － 6 － 宅地 260 120
⑨ 3 70 436 428 6 52 60,000 27,000 10 － 1 9 － －
⑩ 8 68 400 755 3 44 50,000 23,000 13 駐車場 160坪 7 － 駐車場 150 －
? 5 62 415 430 1 46 40,000 20,000 10 － 4 7 宅地 60 6,000
? 4 55 250 159 － 9 28,000 24,000 17 － 3 － － 金額不明
? 6(1) 55 291 100 3 49 21,900 7,000 6 － 3 － 宅地等 200 金額不明
? 7(1) 54 434 210 － 33 19,900 9,700 16 － 5 － 生前分与あり 4,000
? 3 43 384 397 － 21 25,000 16,000 20 － 1 2 － －
? 4 34 404 191 6 32 40,000 9,000 － 林地 6a 2 － 宅地 79 －
? 7(3) 81 323 1,017 5 40 ？ 55,000 12 － 3 － 宅地等 449 1,000
? 5(3) 68 401 3,445 － 56 100,000 40,000 7 － なし － － －
? 8 48 390 917 1 27 50,000 26,000 8 － 6 11 宅地 310 3,400
? 5 33 241 156 － 12 ？ 950 － － 4 6 宅地 156 400














































































































































































































































































































































































































































































































〃 該当しないもの 56.9 19.0
相続による取消 145.8 48.6
徴収免除事由に該当するもの 1.4 0.5面積





























































































（戸) （ha) （ha) （ha) （％)
相続税納税猶予の
特例適用農家
236 119.4 96.1 93.5 80.5
相続税納税猶予の
特例非適用農家







30％未満 30～50 50～70 70～100 100％
236 11 24 26 77 98
計
（100.0) （4.7) （10.2) （11.0) （32.6) （41.5)
19 2 2 1 2 12
10a未満 （100.0) （10.5) （10.6) （5.3) （10.5) （63.2)
88 5 5 8 20 50
10～30
（100.0) （5.6) （5.7) （9.0) （22.7) （56.8)




















（100.0) （2.5) （15.0) （12.5) （40.0) （30.0)
36 2 5 7 12 10
50～70
（100.0) （5.6) （13.9) （19.4) （33.3) （27.7)
25 1 5 1 11 7
70～100
（100.0) （4.0) （20.0) （4.0) （44.0) （28.0)
28 － 1 4 16 7
100a以上 （100.0) （－) （3.6) （14.3) （57.1) （25.0)
注：1985年農業委員会調べ（1983年相続発生農家)。
資料：『長期営農継続農地の相続に関する調査結果』東京都農業会議，1986年３月より作成。


























































30％未満 30～50 50～70 70～100 100％
54 16 4 6 8 20
計
（100.0) （29.6) （7.4) （11.1) （14.8) （37.0)
15 4 － － － 11
10a未満 （100.0) （26.7) （－) （－) （－) （73.3)
27 10 3 3 4 7
10～30
（100.0) （37.0) （11.1) （11.1) （14.8) （25.9)




















（100.0) （16.7) （16.7) （16.7) （33.3) （16.7)
5 1 5 2 1 1
50～70
（100.0) （20.0) （13.9) （40.0) （20.0) （20.0)
－ － － － － －
70～100
（－) （－) （－) （－) （－) （－)
1 － － － 1 －







































































1975 211 91.5 0.43
1976 306 122.2 0.40
1977 286 119.6 0.42
1978 306 125.2 0.41
1979 311 116.5 0.37
1980 336 129.9 0.39
1981 364 131.9 0.36
1982 376 133.7 0.36
1983 478 164.1 0.34



















東京都計 236戸 139.2ha 97.6ha 95.6ha 70.1％
注：1985年農業委員会調べ（1983年相続発生農家）。
資料：『長期営農継続農地の相続に関する調査結果』東京都農業会議，1986年３月より作成。











































30％未満 30～50 50～70 70～100 100％
236 11 40 42 81 62
計
（100.0) （4.7) （16.9) （17.8) （34.3) （26.3)
10 － 2 － 1 7
10a未満 （100.0) （－) （20.0) （－) （10.0) （70.0)
70 2 6 11 17 34
10～30
（100.0) （2.9) （8.6) （15.7) （34.3) （48.6)




















（100.0) （3.8) （26.4) （15.1) （41.5) （13.2)
36 2 9 8 13 4
50～70
（100.0) （5.6) （25.0) （22.2) （36.1) （11.4)
33 3 6 5 15 4
70～100
（100.0) （9.1) （18.2) （15.2) （45.5) （12.1)
34 2 3 10 13 6





































































30％未満 30～50 50～70 70～100 100％
150 5 8 14 39 84
計
（100.0) （3.3) （5.3) （9.3) （26.0) （56.0)
8 － － 1 1 6
10a未満 （100.0) （－) （－) （12.5) （12.5) （75.0)
51 4 3 4 9 31
10～30
（100.0) （2.0) （5.9) （7.8) （17.6) （60.8)















（100.0) （3.4) （3.4) （10.3) （34.5) （48.3)
23 － 1 4 4 14
50～70
（100.0) （－) （4.3) （17.4) （17.4) （60.9)
16 － 1 － 7 8
70～100
（100.0) （－) （6.3) （－) （43) （50.0)
23 － 2 2 8 11
















①面積(m?) 割合(％) （m?) （m?) ②/①(％)










合計 市街化区域 727,430 511,561 531,046 70.3
調整区域 17,184 14,377 83.7
計 60,427 88.7 515,244 78.0被相続人
と同一世
帯人
市街化区域 644,337 500,867 518,024 77.7












計 65,950 8.9 6,134 9.3
同一世帯
人以外
市街化区域 64,856 6,134 6,789 9.5
調整区域 1,094 － －
計 18,237 2.4 4,560 25.0
共同相続 市街化区域 18,237 4,560 6,233 25.0




















































































①農家数 ②面積 ③農家数 ④面積 ③/①×100 ④/②×100








































面 積 43,894.28m? 16,391.37m? 5,535.65m? 283m? 8,592.26m? 13,092m?












（戸) （戸) （戸) （戸) （％) （％)
合計 164 38 29 9 23.2 5.5
10a未満 16 － － － － －









30～50 49 16 11 5 32.7 10.2
50～70 24 5 5 － 20.8 －
70～100 16 5 4 1 31.3 6.3
100a以上 10 2 2 － 20 －
資料：『相続税納税猶予の特例適用農地に関する調査結果』東京都農業会議，1986年。















































件 件 件 件 件 件
合計 61 23 8 2 15 13
（100.0％) （37.7％) （13.1％) （3.3％) （24.6％) （21.3％)









10～30 12 5 2 1 2 2
30～50 27 11 4 － 6 6
50～70 11 5 1 － 1 4
70～100 9 2 － 1 5 1













区分 計 1975～77年 1978～80年 1981～83年 1984年 1985年 不明
件 件 件 件 件 件 件
合計 61 9 19 16 4 4 9
（100.0％) （14.8％) （31.1％) （26.2％) （6.6％) （6.6％) （14.8％)
道路・学校など公共用地として買収 23 4 7 8 1 1 2
貸家・駐車場など自営業用地として転用 8 1 3 2 － － 2
分家住宅などとして転用 2 － － 1 － 1 －
売却転用 15 4 4 3 1 1 2








































































地のある農家 20％未満 20～50 50～100 100％
戸 戸 戸 戸 戸
合計 38 22 8 － 8
（100.0％) （57.9％) （21.1％) （－％) （21.1％)









10～30 10 6 2 － 2
30～50 16 8 3 － 5
50～70 5 3 2 － －
70～100 5 3 1 － 1
100a以上 2 2 1 － －
資料：『相続税納税猶予の特例適用農地に関する調査結果』東京都農業会議，1986年。

































































東京都計 6556.46 4038.96 61.6
23区内 1220.86 581.18 47.6
西多摩地区 511.30 267.47 52.3
南多摩地区 1704.80 883.18 51.8
北多摩地区 3119.50 2307.13 74.0






戸 ％ 戸 ％ 戸 ％
全 国 3,834,732 100.0 161,955 4.2 101,029 2.6
北海道 95,437 100.0 18,078 18.9 10,682 11.1
清水町 640 100.0 278 43.4 136 21.3
山形県 83,999 100.0 4,495 5.4 3,419 4.1
余目町 1,715 100.0 92 5.3 72 4.2
東京都 20,679 100.0 1,584 7.6 1,340 6.4

































後継ぎ 配偶者 父 母 計 所有地 借入地 貸付地
1 37基幹 35基幹 64基幹 62基幹 260 a 260 a － a － a
2 37基幹 35基幹 67基幹 60基幹 260 260 － －
3 34基幹 33補助 78基幹 75無職 188 188 － －
4 33基幹 － 61基幹 60基幹 177 177 7 7
5 36基幹 29補助 72基幹 70基幹 160 160 － －
6 39基幹 34無職 68基幹 66基幹 160 120 40 －
7 32基幹 32基幹 66基幹 60基幹 150 150 － －
8 35基幹 31補助 68基幹 66基幹 145 130 15 －
9 38基幹 29補助 70基幹 68基幹 98 98 － －































1 200a 200a 100％ 60a
2 58 58 100 30
3 188 188 100 60
4 157 157 100 10
5 160 160 100 20
6 120 60 50 －
7 100 100 100 －
8 130 130 100 45
9 98 78 80 －
10 95 80 84 1
（出所）実態調査結果より（1996年３月実施）。























































番号 時期 移動区分 面積 価格 内 容
6 1986年 売却 25a 坪38万円 埼玉県Ｎ市役所に運動場用地としてアパー
ト（８世帯分）。1987年 自己転用 5a －
1991年 借地 40a 無料 後継者のいない親戚に頼まれて農地が荒れ
ないよう管理している。
8 1995年 自己転用 10a － 駐輪場として市役所に賃貸。地代は年間64
万円（固定資産税額に相当）。
9 1989年 売却 9a 不明 新聞社の工場用地。
〃 購入 18a 〃 代替地として埼玉県Ｔ市の農振農用地区域
の農地を取得した。
10 1993年 売却 1.6a 坪約70万円 道路用地として東京都に公共買収された。
















































番号 就 農 経 路
農業者年金
制度の加入現 在 就農時
1 37歳 22歳 大学農学部卒業 なし
2 37 20 専門学校卒（造園緑地工学） なし
3 34 22 大学経済学科卒業 なし
4 33 19 調理師専門学校卒 なし
5 36 24 大学卒業（２年間大学浪人） なし
6 39 28 大卒後，２年間信用金庫勤務 なし
7 32 28 薬科大卒後，６年間製薬会社勤務 なし
8 35 22 大学経済学科卒業 なし
9 38 22 大学電気工学科卒業 なし
10 39 29 大卒後，７年間自動車販売会社勤務 なし
（出所）実態調査結果より（1996年３月実施）。
















































































告名義農業関係 農業以外 農業関係 農業以外
1 後継者 後継者 後継者 後継者 父 父 後継者 後継者 父
2 後継者 後継者 後継者 売買なし 後継者 後継者 父 後継者 父
3 後継者 後継者 後継者 父 父 父 父 後継者 父
4 後継者 後継者 後継者 父 父 父 父 後継者 父
5 後継者 後継者 後継者 父 父 父 父 後継者 父
6 父 後継者 父＋後 父＋後 父＋後 ４人分割 父 父＋後 父
7 後継者 後継者 後継者 父 後継者 父 後 後継者 父
8 後継者 後継者 後継者 父 後継者 父 父 後継者 父
9 後継者 後継者 後継者 父 後継者 後継者 父 後継者 父






















































































































































































































① 男36，男64，女62 26頭 ３頭 ７頭 2.2ha 70％




利用 ③ 男59，男29，女55 54 15 20 2.7 33
④ 男63，男32 34 5 11 1.6 30
⑤ 男39，男66，（女32，女65) 33 7 預託6 4.3 －乾燥ハウ
ス利用 ⑥ 男48，女45 22 5 7 2.5 －
⑦ 男50，男22，女50，（女75) 41 6 7 3.7 －
畑へ直接
堆積
⑧ 男33，女31 35 3 17 2 －
⑨ 男59，男31，（女57) 34 3 3 3.8 －
預託5
備考：農家実態調査結果（1994年10月実施）より作成。






























センター 自家利用 販売 交換 無償配布
① ○ 1978 オガクズ 730t 70％ 30％ －％ －％ －％
② ○ 1989 オガクズ 730 40 40 － － 20農協堆肥セ
ンター利用 ③ ○ 1971 オガクズ 1,095 33 53 － － 14
④ ○ 1977 オガクズ 730 30 20 50 － －
⑤ ○ 1978 オガクズ 730 － 60 40 － －乾燥ハウス
利用 ⑥ ○ 1985 オガクズ …… － 90 5 5 －
⑦ ○ 1992 オガクズ 1,000 － 100 － － －
畑へ直接堆
積 ⑧ ○ …… オガクズ 180 － 100 － － －


































































































水 田 20 10年以上前，管理を頼まれて，地主の作業を手伝うのが地代替わり。
③ 普通畑 20
④ 普通畑 10 1988年より，耕作放棄地（東京在住），地代は税金分のみ。
普通畑 60 1989年より，４戸のサラリーマンから。
⑤ 転作田 40 1989年より，３戸のサラリーマンから。乾燥ハウス
利用 水 田 60 1978年より，３戸のサラリーマンから。
⑥ 普通畑 120 計９戸から（親戚・地域の農家），2,000円～10,000円の地代で60a，無料が60a。
⑦ 普通畑 250 計６～７戸の後継者のいない野菜農家から，地代は高くない。
畑へ直接堆
積
⑧ 普通畑 15 1989年より，水田を持つ日曜農家，小作料10a10,000円。











ha  ha  ha  ha  ha
① 自1.0 － 自0.3 2.2 － デントコーン2.0ha，圃場８ヶ所
借1.0 貸0.1
② 自0.6 自0.1 1.3 － デントコーン1.0ha
借0.4 借0.2 ソルゴー0.3ha農協堆肥
センター
利用 ③ 自2.4 自0.1 － 2.7 － デントコーン2.5ha
借0.2
④ 自1.0 自0.4 自0.1 1.6 － デントコーン0.3ha→トウモロコシ0.3ha
借0.1 デントコーン0.7ha→エンバク0.5ha
⑤ 自1.0 自0.8 自0.9 4.3 自0.3 デントコーン→エンバク，デントコーン→イタリアン
借0.6 借0.4 借0.6 借0.3 デントコーン→カブ，デントコーン乾燥ハウ
ス利用 ⑥ 自1.0 － 自0.3 2.5 － デントコーン＋ソルゴ （ー混播）0.5ha，エンバク0.2ha
借1.2 デントコーン1.2ha，イタリアン0.3ha，カブ0.2ha




⑧ 自1.5 自0.3 － ２ － デントコーン1.5ha
借0.2 牧草0.3ha
⑨ 自0.5 自1.0 自0.3 3.8 － デントコーン2.5ha→デントコーン1.0ha
借2.0 デントコーン1.0ha→イタリアン1.0ha
備考：農家実態調査結果（1994年10月実施）より作成。



























































































































































経産牛 26頭 22頭 41頭
頭
数 未経産牛 3 5 6
育成 7 7 7
年間出荷乳量 170t 147t 250t
１頭当り泌乳量 7,000kg 7,200kg 7,000kg
乳代 1,900万円 1,800万円 2,000万円
個体販売 75 200 150収
入 その他 － － －
①総計 1,975 2,000 2,150
飼料代 900 650 750
診療代 45 45 50
糞尿処理代 60 10 －支
出 償却費 200 300 40
その他 120 － －
②総計 1,325 1,050 840
①－② 650 795 1,310
備考：農家実態調査結果（1994年10月実施）より作成。






















































































区部 1,569.90 564.5 36.0
市部 6,181.50 3,418.50 55.3





























































































区部 62.7 60.5 22.9 37.6 96.5
市部 419 408.3 283.1 125.2 97.4
東京都計 481.7 468.8 306 162.8 97.3
備考：東京都都市計画局資料より作成。
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改正生産緑地指定






































































































































① 80a 施設野菜 長期営農 80a －a － 優良91年度指定
② 38 露地野菜・植木畑 長期営農 38 － － 優良88年度指定
③ 20 植 木 畑 長期営農 20 － － 優良90年度指定
④ 20 植 木 畑 長期営農 20 － － 苗木供給事業
⑤ 11 植 木 畑 長期営農 11 － － 優良91年度指定
⑥ 10 植 木 畑 長期営農 － 10 － 苗木供給事業




































① 100a 露地野菜 旧生産緑地 100a －a 100a 優良87年度指定
② 80 露地野菜・果樹・植木 旧生産緑地 80 － 80
優良88年度指定
苗木供給事業
③ 25 植木畑等 長期営農 25 － 25 －
④ 20 植 木 畑 長期営農 － 20 － －




























































































































































































































































































世田谷区 24.4ha 24.0ha 9.8ha 14.2ha 98.4％
備考：東京都都市計画局資料及び世田谷区都市農地課資料より作成。













































































































































































































































































































































































































事業種目名 事業細目 事業内容 事業主体名
農産物特産化推進協議会 ４回 小平市






備事業 直販用スタンド（1.62m?） ４ヶ所 〃市場外流通強化整
備事業 コンテナ（通い容器30kg用） 1,000個 〃
パイプハウス 5,639m? 〃
簡易ビニールハウス（1.62m?） 10棟 〃生産基盤強化整備





























































農地所有者数 18人 34人 24人
⑴地区内農地面積 353a 754a 291a








最大団地面積 96a 86a 22a
第２位団地面積 73a 42a 19a
１所有者当たり平均面積 20a 22a 12a
１団地当たり平均面積 16a 22a ６a
⑵面積 167a 242a 81a


















































































合 計 ５～10a 10～15a 15～20a 20～25a 25～30a 30～35a 35～40a 40a以上
地区数（件） 86 34 18 14 9 4 4 2 1
実 数
面積(ha） 13.1 2.6 2.2 2.4 2.0 1.1 1.3 0.8 0.7
地区数（％） 100.0 39.5 20.9 16.3 10.5 4.7 4.7 2.3 1.2
構成比






筆数（筆) 面積（m?) 筆数（％) 面積（％)
計 824 390,764 100.0 100.0
生産緑地に指定 230 132,209 27.9 33.8
生産緑地指定なしで耕作 246 112,106 29.9 28.7
貸付農地・貸し農園に 2 700 0.2 0.2
区民農園として貸す 48 13,555 5.8 3.5
不動産経営用地に 131 56,344 15.9 14.4
宅地として売却・貸付 17 5,764 2.1 1.5















































































































































































































































































































































計 ５a未満 ５～10 10～30 30～50 50～100 100～200 200～300 300a以上
大阪府合計件数
（件）
11,908 316 4,864 4,936 946 583 194 40 24
































































































































































































計 ５a未満 ５～10 10～30 30～50 50～100 100～200 200～300 300a以上
件 数(件) 896 51 414 379 36 12 3 － 1




























































































































































































































































































































































































計 ５a未満 ５～10 10～30 30～50 50～100 100～200 200～300 300a以上
件 数(件) 866 32 355 338 61 31 7 3 －
























































































































































































































1 120（50)a Ａ世帯主（51)，Ａ妻（47) 農業大学校生（19) 45a キクナ，ホウレンソウ，青ネギ，シロナ，コマツナ
2 120（－) Ａ世帯主（45)，Ａ妻（44) 35 米，キクナ，青ネギ
3 80（－) Ａ世帯主（44)，Ａ妻（42) 高校生（17) 35 青ネギ，キクナ，シュンギク
4 80（20) Ａ世帯主（50)，Ａ妻（52) 農業大学校生（19) 45 ホウレンソウ，シュンギク，コマツナ，シロナ，キクナ
専業農家?
（高齢農家)







6 80（－) Ａ世帯主（72)，Ａ妻（67) 大学生 － キャベツ，青ネギ
7 120（60) Ａ世帯主（65)，Ａ妻（62) 市役所職員 5 米，青ネギ，ホウレンソウ，コマツナ，シロナ，シュンギク
8 120（有) Ｂ世帯主府庁職員（63)，Ａ妻（58) 5 米，青ネギ，コマツナ，ホウレンソウ






貸農園移行農家 11 20（－) Ｂ世帯主（女50) － 不作付
12 80（50) Ｂ世帯主織物工場経営（61) 会社員 － 米
13 25（－) Ｂ世帯主（女36) － 自給野菜
14 －（－) Ｃ戦前からの地主（75) － 相当な面積の貸付地を所有




土地持ち非農家 17 5（－) Ｃ世帯主（27) － 自給野菜
18 －（－) Ｃ工務店経営（56) － 不作付
19 －（－) Ｃ世帯主大工（55) － 他地区から仕事場用に農地購入














































1 生緑 1 1,314 1 1,230 －6.4 鉄骨ビニールハウス用地 会長
2 生緑 1 1,510 1 1,416 －6.2 畑 幹事
3 生緑 3 1,581 1 941 －12 鉄骨ビニールハウス用地
（1) （714) 1 450 －(6.9) 畑
（1) （665) 鉄骨ビニールハウス用地（貸人?) 幹事








5 生緑 3 1,229 3 1,140 －7.2 畑
6 生緑 6 3,953 2 2,264 －7.4 畑 副会長
宅地 1 1,397 体験農園 土地評価委員長
1 1,309 2 1,209 －１ 宅地
7 生緑 1 1,179 2 1,059 －10.2 畑 副会長
換地委員長
兼業農家 8 生緑 2 1,040 1 991 －4.7 畑 会計
9 生緑 1 450 1 424 －5.8 畑
宅地 1 13 1 12 －7.7 宅地
10 生緑 3 2,689 2 2,613 －2.8 貸農園
宅地 3 643 1 487 －24.3 宅地
11 生緑 1 545 1 506 －7.2 貸農園
宅地 1 205 1 212 －3.4 宅地
貸農園移行農家
12 生緑 2 1,544 1 1,410 －8.7 貸農園
宅地 1 313 1 368 17.6 宅地
13 宅地 3 893 1 756 －15.3 貸農園用駐車場
〃 ［1］ ［899］ ［1］ ［942］ ＋［4.8］ 宅地（借人?)
14 生緑 ［1］ ［1,396］ ［1］ ［1,330］ ＋［4.7］ 鉄骨ビニールハウス用地（借人③，④)
15 宅地 －1 －899 －1 －942 ＋［4.8］ 宅地
16 宅地 2 359 1 331 －7.8 宅地
土地持ち非農家 17 宅地 2 489 1 458 －6.3 宅地
18 宅地 1 408 1 471 －15.4 宅地
19 宅地 2 551 3 645 －17.1 宅地
20 宅地 1 205 1 260 26.8 宅地
合 計 － － － 24,717 － 23,322 －5.6
備考：岸和田市農林水産課資料及び「中島池上地区圃場整備推進協議会」役員への聴取調査にもとづき作成。























































































































































































































































































































































































































































The agricultural land system in urbanized areas
 
has been in a confusing situation because of its
 
consistency with urban land use despite related
 
agricultural land tax systems. If it is generally
 
an agricultural land system,it’s tax systems are
 
based on the Agricultural Land Law(1952),Agri-
cultural Management Promotion Law(1980)and
 
Act Concerning Establishment of Agricultural
 
Promotion Areas(1969). However,in addition to
 
these laws, in urbanized areas various institu-
tional systems such as the City Planning Law
(1968), Productive Green Land Law (1969) and
 
land tax system (fixed asset tax and accession
 
tax)which are not directly related to agriculture
 
have greatly affected how this land should be
 
managed.
“Suburban agriculture”has been mainly discus-
sed when referring to the changes of agricultural
 
product management in response to urbanization.
But while much attention has been paid to the
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various problems which have occurred because of
 
rapid urban expansion due to intense economic
 
growth after the war;the discussion of“suburban
 
agriculture”has developed into one of “urban
 
agriculture”. The recent  concern regarding
“urban agriculture”is a practical response to
 
various problems caused by division of areas by
 
the New Town Planning Law. The various
 
issues surrounding agricultural land conservation
 
systems in urban and urban-fringe areas have also
 
become main points of arguments regarding the
 
politically offensive and defensive battles over the
 
effects of property taxes on land value and the
 
availability of residential land in three major
 
metropolitan areas.
This study has been done in order help under-
stand the existing forms of agricultural land
(urban agricultural land)in urbanized areas and
 
to discuss how to preserve and develop it.
2.Method
 
First,it has been made clear that,for this study,
the discussion of “urban agriculture”has been
 
developed into a discussion of“public urban agri-
culture”, “urban agriculture for living right”,
“urban agriculture as a versatile function”and
“urban agriculture as planning”.
Then,in order to make clear the growing trend
 
of urban agriculture, we analyzed agricultural
 
lands as especially applicable to the inheritance
 
tax postponement program and in terms of lon-
gevity. In this regard,we analyzed the issue of
 
land fragmentation caused by inheritance by con-
ducting a fact-finding survey on families that
 
inherited agricultural lands. Furthermore, we
 
discussed the management entities of urban agri-
culture based on a survey of the agricultural
 
families of Kiyose City in Tokyo and Isezaki City
 
in Kanagawa Prefecture.
In order to discuss how the measures,which are
 
taken by each local government and correspond
 
to the revised productive green land law,should
 
be implemented; we performed a fact-finding
 








The development of an agricultural administra-
tion for urban agriculture by local government is
 
as follows:it begins with a refund of property
 
taxes on land values, the supply of residential
 
land,and the reduced-payment plan of the 1970s.
Versatile measures such as subsidies for agricul-
tural modernization facilities and agricultural
 
products shipment facilities have been implement-
ed and the approaches to leisure farms and allot-
ment gardens are now recognized.
(2)Actual Effects of the Property Tax on Land
 
Price and Supply of Residential Land
 
In this study,the average amounts of the fixed
 
asset tax and urban planning tax of 1989 were
 
estimated. The amount of fixed asset  tax
 
imposed on agricultural  land in urban
 
promotional districts within the 23 wards of
 
Tokyo was ¥441,434 per 10 acres, that of urban
 
planning tax was¥189,186,and the total amount
 
was 630,620. If you have an agricultural area of
 
100 acres,you have to pay an approximate equiv-
alent of¥6,300,000 in residential land tax, annu-
ally
(3) Inheritance Tax and Land Fragmentation
 
According to a hearing and investigation of
 
families that inherited agricultural land, it has
 
become clear that there are a few lands which
 
have been directly fragmented by inheritance
 
because the lands have been allocated to branch
 
families as housing sites beforehand.
(4)Continuity of Urban Agriculture
 
According to a survey conducted by the Tokyo
 
Metropolitan Agricultural Conference, the long-
term agricultural land increased by 1.0% over one
 
year from December 1985. However,this result-
ed in a decrease of 1.3% being subtracted from
 
the newly recognized areas delineated by the land
 
re-evaluation in February 1985. According to
 
tax materials,the total agricultural land in urban
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promotion districts in Tokyo decreased, over
 
previous years,by 2.9% in 1985,by 2.2% in 1984
 
and by 2.4% in 1985. These figures show that the
 
longevity of agricultural land may have been
 
high.
Meanwhile, according to survey results of the
 
continuity of agricultural lands, especially appli-
cable to the inhabitant tax postponement pro-
gram,it has been made clear that 93.6% of agri-
cultural lands are eligible for the program, 10
 
years after applications for the program were
 
accepted.
(5)Human Resources for Urban Agriculture
 
1)Agricultural Land Inheritance Problems
―?Kiyose City in Tokyo―?
As a rule,agricultural lands have been inherited
 
by the eldest son, who is the successor of the
 
family, being separated and preceded from the
 
right of property management. Although the
 
agricultural succession and the right of property
 
management should be inextricably linked under
 
normal conditions, the connection between them
 
has been lost presumably because of development
 
benefits including a steep rise in land prices,etc.
Meanwhile,there is a structure wherein the rise
 
of land asset values,the institutional framework
 
involving the Productive Green Land Law which
 
requires lasting preservation and the inheritance
 
tax postponement program all encourage agricul-
tural successors to continue agricultural manage-
ment which includes the responsibility to preserve
 
the land assets of their families.
2)Urbanization and Environmental Problems
 
Caused by Livestock ―?Isehara City in
 
Kanagawa Prefecture.―?
As the result of a fact-finding survey, the fol-
lowing three points have become clear;1)animal
 
waste treatment is a key point for the continua-
tion of urban livestock farming;2)the implemen-
tation of animal waste disposal requires under-
standing from the people living in the vicinity;and
 
3)the disposal of animal waste requires a cooper-
ative approach, as opposed to an individual
 
approach by each livestock farmer.
(6)Preservation Systems of Urban Agricultural
 
Lands by Local Government Corresponding to
 
the Revised Productive Green Land Law
 
The Urban Farmer Cultivation Program of
 
Setagaya-ku,the Independent Farmer Cultivation
 
Project of Kodaira City,and the Urban Agricul-
tural Promotions Special Task Force Program
 
and Agricultural Land Use Subsidizing Program
 
of Higashiosaka City were taken up as counter-
measures for the preservation of productive green
 
land areas by local authorities. Basically, each
 
area of productive green land is targeted by these
 
programs regardless of size, etc. and without
 
special requirements.
Meanwhile, an urban agricultural land preser-
vation system targets even the “tentatively
 
presumed agricultural lands”which will not be
 
converted for other purposes immediately.
Although they are non-productive green lands,
these areas have been targeted for the purpose of
 
maintaining green land functions and urban envi-
ronmental preservation functions of which agri-





In this study,we regard the development of the
 
measures taken by municipal governments target-
ing not only the productive green lands,but also
 
the“tentatively presumed agricultural lands”as
 
efforts to create a ?local green system”. The
 
multiple functions of agricultural lands including
 
food supply, green land, etc. should be secured
 
through agricultural production activities in
 
nature. However,moves toward the creation of
“local green systems”are intended to support
 
agricultural production for the “protection of
 
lands”as well as to secure multiple functions for
 
agricultural lands including  the “tentatively
 
presumed agricultural lands.”In order for a local
 
green system to be constructed,it is necessary to
 
outline tangible strategies for targeting agricul-
tural lands as well as providing guidance on how
 
to use these lands in a publicly beneficial way.
Furthermore, soft countermeasures concerning
 
urban agricultural land use are also required,and
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for that purpose it is necessary to define the
 
regional positioning of urban agricultural lands
 
and inevitably to structure a master plan for the
 
activation of urban agricultural lands. Citizen
 
participation is indispensable for publicly avail-
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